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育児時短勤務手当金は、時短勤務時の減収による家計への負担を軽減することで時短勤務の活用を促し、もっ

て両親ともに育児・家事を分担できるようにするため、時短勤務時の収入減を補うものとして、令和７年４月か

ら導入されたものです。 

 

 

 

育児時短勤務手当金は、組合員が２歳に満たない子を養育するため勤務時間を短縮することによる勤務として

総務省令で定める勤務（育児時短勤務）をした場合には、支給対象月 （※）につき育児時短勤務手当金を支給し

ます。 

なお、総務省令で定める勤務とは、次のとおりである。 

（１） 地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第１項に規定する育児時短勤務 

⇒大阪府職員（常勤）の場合は、「育児短時間勤務」が該当 

（２） 同法第１９条第１項に規定する部分休業が承認された勤務 

⇒大阪府職員（常勤）の場合は、「部分休業」が該当 

（３）雇用保険法第６１条の１２第１項に規定する育児時短就業その他これらに相当する勤務 

また、（２）においては、勤務する一の期間について、その初日及び末日とする日を明らかにしてする請求に基

づき、任命権者が講じた一週間の所定労働時間を短縮する措置である勤務をした場合に限ります。 

 

※「支給対象月」とは、組合員が育児時短勤務を開始した日の属する月から当該育児時短勤務を終了した日の属する

月までの期間内にある月（その月の初日から末日まで引き続いて組合員であり、かつ、育児休業手当金又は介護休

業手当金の支給を受けることができる休業をしなかった月に限る。）をいいます。 

 

 

 

育児時短勤務手当金の支給額は、支給対象月に支払われた報酬の額に次に掲げる区分に応じたそれぞれの率を

乗じて得た額とする。ただし、当該報酬と手当金の合計額が支給限度額 （※）を超える場合は、支給限度額から

当該報酬の額を減じて得た額が手当金の額となります。 

なお、最終的に算出された育児時短勤務手当金の額について、小数点が出た場合は、端数処理を行います （円

位未満を切り捨て）。 

 

（１）支給対象月に支払われた報酬の額が、育児時短勤務を開始した月の標準報酬の月額の９０％未満の場合は、

１０％ 

（２）支給対象月に支払われた報酬の額が、育児時短勤務を開始した月の標準報酬の月額の９０％以上１００％

未満の場合は、当該標準報酬の月額に対する当該報酬の額の割合が９０％を超える大きさの程度に応じ、１

０％から一定の割合で逓減するように総務省令で定める率 

なお、総務省令で定める率は、次の①に掲げる額から②及び③に掲げる額の合計額を減じた額を②に掲げ

る額で除して得た率となります。 
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① 育児時短勤務を開始した日の属する月における標準報酬の月額 

② 法第７０条の５第３項に規定する支給対象月に支払われた報酬の額 

③ 育児時短勤務を開始した日の属する月における標準報酬の月額に１００分の１を乗じて得た額にイに
掲げる額をロに掲げる額で除して得た率を乗じて得た額 

イ ①に掲げる額から②に掲げる額を減じた額 

ロ 育児時短勤務を開始した日の属する月における標準報酬の月額に１００分の１０を乗じて得た額 

 

※「支給限度額」とは、雇用保険法第６１条の１２第２項に規定する支給限度額をいいます。 

なお、現在の支給限度額は、４５９，０００円です。 

※（２）の総務省令で定める率については、計算途中では端数処理を行わず、計算結果に端数が出た場合、小数

点第３位を四捨五入して小数点第２位までを求めます。 

 

【支給率早見表】 

 

報酬率 支給率 報酬率 支給率 

１００．００％ ０．００％ ９５．００％ ４．７４％ 

９９．５０％ ０．４５％ ９４．５０％ ５．２４％ 

９９．００％ ０．９１％ ９４．００％ ５．７４％ 

９８．５０％ １．３７％ ９３．５０％ ６．２６％ 

９８．００％ １．８４％ ９３．００％ ６．７７％ 

９７．５０％ ２．３１％ ９２．５０％ ７．３０％ 

９７．００％ ２．７８％ ９２．００％ ７．８３％ 

９６．５０％ ３．２６％ ９１．５０％ ８．３６％ 

９６．００％ ３．７５％ ９１．００％ ８．９０％ 

９５．５０％ ４．２４％ ９０．５０％ ９．４５％ 

  ９０．００％ １０％ 

〔早見表の見方〕 

育児時短勤務開始時の標準報酬の月額と比較した支給対象月に支払われた報酬の額の割合（報酬率）に応じ 

た支給率を、支給対象月に支払われた報酬の額に乗ずることにより育児時短勤務手当金の支給額が分かります。 

 

 

 

標準報酬の月額が、基準報酬月額相当額（雇用保険法第１７条第４項第２号ハに定める金額（当該額が同法第

１８条の規定により変更された場合には、当該変更された後の額）に相当する金額に 30 を乗じて得た額）を超

える場合、育児時短勤務手当金の支給額の計算における標準報酬の月額は、基準報酬月額相当額に相当する金額

となります。（本法第７０条の５第５項）。 

なお、現在の基準報酬月額相当額は、４７０，７００円です。 

 

 

 

育児時短勤務手当金は以下のいずれかに該当する場合は、支給しません。 

（１） 支給対象月における報酬の月額が支給限度額以上であるとき。 

※支給率については現在確認中であり、わかり次第、 

地共済ホームページ等でお知らせします。 
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（２） 支給対象月における育児時短勤務手当金の額として算定された額が雇用保険法第１７条第４項第１号
に掲げる額（当該額が同法第１８条の規定により変更された場合には、当該変更された後の額）の１００

分の８０に相当する金額を超えないときは、当該支給対象月については、育児時短勤務手当金は、支給し

ません。 

 ※現行は約２，２９５円である。 

（３） 上記「２ 支給要件」に該当している場合であっても、当該勤務の末日（任命権者に請求することによ

って変更された場合にあっては、その変更後の日。①及び②に該当する場合にあっては、その前日）まで

に、次の各号に掲げる事由に該当することとなった場合には、当該事由に該当することとなった日（③及

び④に該当する場合にあっては、その前日）後は、育児時短勤務手当金は支給しません。 

① 子の死亡その他の組合員が育児時短勤務に係る子を養育しないこととなった事由として組合が認める

事由が生じたこと。 

 なお、組合が認める事由とは、次のとおりです。 

ア 育児時短勤務の申出に係る子の離縁又は養子縁組の取消があったこと（子が養子の場合） 

イ 育児時短勤務の申出に係る子が他の者の養子となったことその他の事情により当該子と同居しないこと

となったこと 

ウ 組合員が民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項に規定する特別養子縁組の成立について

請求した家事審判事件が、特別養子縁組の成立の審判が確定することなく終了したこと 

エ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定によりなされた同法第６条の４第

２号に規定する養子縁組里親である組合員への委託の措置が解除されたこと 

オ 組合員の疾病、負傷又は身体上若しくは精神上の障がいにより、育児時短勤務の申出に係る子が２歳に達

するまでの間、当該子を養育することができない状態になったこと 

② 育児時短勤務に係る子が２歳に達したこと。 

③ 育児時短勤務の申出をした組合員について、産前産後休業期間、介護休業期間又は育児休業等をする期

間が始まったこと。 

④ 育児時短勤務の申出をした組合員について、新たな育児時短勤務をする期間が始まったこと。 

 

 

 

育児時短勤務手当金は、同一の育児時短勤務について育児時短勤務就業給付金、高年齢雇用継続基本給付金又

は高年齢再就職給付金の支給を受けることができるときは、支給しません。 

 

 

 

育児時短勤務手当金の給付を受ける権利は、次に掲げる事由に応じ、該当日から起算して２年が経過したとき

は、時効により消滅します。 

（１）（２）に掲げる場合以外の場合は、支給対象月の末日の翌日 

（２）支給対象月の末日以外の日に死亡した組合員に係る当該死亡した日の属する支給対象月の育児時短勤

務手当金を請求する場合は、死亡した日の翌日 

 

 

 

令和７年４月１日より前に育児時短勤務を開始した組合員が、令和７年４月１日時点において、当該勤務をし
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ている場合、令和７年４月１日を当該組合員が当該勤務を開始した日とみなして制度を適用します。 

 

 

 

育児時短勤務手当金の支給を受けようとする場合は、育児時短勤務手当金請求書を提出してください。 

また、上記の請求書には、次の（１）又は（２）に記載の書類を添付してください。 

 

（１）育児短時間勤務発令通知の写し（「育児短時間勤務」を取得している場合） 

（２）大阪府の総務事務システム（ＳＳＣ）を使用できる方は、部分休業承認請求画面のコピー（「部分休業」

を取得している場合） 

   ※総務事務システムを使用できない方は、取得していることがわかる書類を提出してください。 

 


